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労災保険指定医療機関の指定取消に係る厳正な対応について

労災保険指定医療機関の指定に係る事務処理手続は､平成7年7月25日付

け基発第476号 ｢労災保険指定医療機関に係る事務取扱いについて｣別添の

労災保険指定医療機関療養担当規定 (以下 ｢療養担当規定｣という｡)により行

うこととされている｡

ところで､今般､徳島労働局において､労災診療費の請求に関し不正行為の

あった医療機関に対し､療養担当規定第21の1に基づき労災指定医療機関の

取消しを行うこととした事案について､別添のとおり新聞発表を行ったところ

であるD

今回の労災指定医療機関の取消しは､第三者からの情報提供を受け医療機関

に対する立入調査､当該医療機関に通院している被災労働者からの聴取調査等

を実施した上で､不正請求を確認するに至ったものであるが､貴局におかれて

も､このような外部からの情報提供等を契機とした労災指定医療機関に対する

厳正な対応について徹底することo





4 労災指定取消の理由等

上記2の労災指定医療機関の指定は､診療費用の請求に関し､不正行為が

あった場合には､都道府県労働局長が取 り消すことができることとされてい

る｡久次米医院は､上記3のとおり､長期にわたり､医師による診察がない

にもかかわらず､再診料､療養時指導管理料等を請求 しており､診療費用の

請求に関 し不正行為があったものと認められることから､徳島労働局では､

同医院に対する労災指定医療機関の指定を平成 18年 11月30日付けで取

り消すこととし､10月25日､同医院に通知を行った｡

関係法令等

○労災保険法第13条第1項

療養補償給付は､療養の給付とする｡

○労災保険法施行規則第11条

(療養の給付の方法等)

法の規定による療養の給付は､法第29条第1項の労働福祉事業として設置された病院

若しくは診療所又は都道府県労働局長の指定する病院若しくは診療所､薬局若しくは訪問

看護事業者 (居宅を訪問することによる療養上の世話又は必要な診療の補助 (以下 ｢訪問

看護｣というo)の事業を行う者をいうo以下同じ｡)において行うo

O労災保険指定医療機関療養担当規程第21条

(指定の取消)

指定医療機関が､次の各号の一に該当する場合においては､都道府県労働局長は､その指

定を取り消すことができる｡

1 診療費費用の請求に関し､不正行為があったとき


